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１．事業の概要 

 

（１）事業の背景 

 

本地区は、北海道十勝総合振興局管内の東部に位置し、十勝川の最下流部か

ら十勝郡浦幌
うらほろ

町及び中川郡豊頃
とよころ

町にまたがる 3,830ha の農業地帯であり、酪農

及び畑作を基幹とした土地利用型の大規模経営が展開されている。 

地区内の地盤は、泥炭土壌に起因した不等沈下の進行によって、農業用排水

路の機能が低下し、農作物に過湿被害、湛水被害が生じるとともに、排水施設

の維持管理に多大な経費を要していた。また、農用地及び農業用道路は不等沈

下の影響を受け、農作業の能率低下を招いていた。 

このため、農業用排水施設の機能回復と併せて、農地保全及び農業用道路の

機能回復を行い、農業生産の維持及び農業経営の安定化を図るとともに、国土

の保全に資することを目的として事業を実施した。 
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【参考 事業実施前の地域の状況】 

 

 

 

 

 

  

地域の土壌は、蛇行する河川によって生成された泥炭がほとんどである。こ

の低平地を流下する河川は、しばしば、洪水被害を発生させたため、昭和初期

から河川整備が行われ、昭和 30 年代から築堤、河川切り替え、導水路などが

本格的に整備された。このため、地域では、河川の蛇行を切断して流路を短く

したために、切り離された部分が河跡湖（三日月湖など）として散在している。 

戦後、「緊急開拓事業実施要領」が制定され、東京都からの集団帰農者、樺

太・満州からの引揚者、復員軍人などが入植するとともに、開墾建設事業豊頃

地区（S21～S43）、直轄明渠排水事業幌岡地区（S53～H3）、草地開発事業稲穂

地区（S62～H9）等が実施され、農道、明渠排水、暗渠排水、客土工事などの

整備が行われ、以前は広漠とした低位泥炭地であったが、現在は大規模な農地

が拡がっている。 

 

 

【国営総合農地防災事業（農地保全型）創設の背景】  

戦前の頃までは、北海道において広範囲に分布する泥炭土の多くは原野で

あったが、戦後の食糧難や外地からの引き揚げ、旧軍人の復員等による人口増

加に対応した「緊急開拓事業実施要領」や、その後の「酪農振興法」の制定等

により、国策として急速に農用地としての開発が進められた。 

農用地として利用している長い年月の間に、泥炭土の脱水・分解収縮等の自

然的状況の変化に起因して、広い範囲にわたり地盤沈下や不等沈下が発生し、

農用地や農業用施設の機能低下に伴う排水不良、農作物の生育不良等の被害

が深刻な問題となっていた。 

このため、北海道の泥炭地において、農用地及び農業用用排水施設の機能回

復や被害防止を図るため、幹線及び支線排水路の改修をはじめ、暗きょ排水、

整地工等の総合的な対策を緊急に実施し、農業生産の維持及び農業経営の安

定を図り、もって国土の保全に資することを目的とした、国営総合農地防災事

業（農地機能保全型）が平成４年度に創設された。 
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（２）位置図 
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（３）事業概要 

 

① 地区名    下浦幌
しもうらほろ

地区 

② 関係市町村名 十勝郡浦幌町、中川郡豊頃町 

③ 事業費    22,895 百万円（決算額） 

④ 事業期間   平成 11 年度～平成 23 年度 

（完了公告：平成 24 年度） 

⑤ 受益面積   3,830ha（畑：3,830ha）（平成 10 年現在） 

⑥ 受益者数   134 人（平成 10 年現在） 

⑦ 主要工事   排水機    ２箇所 

排水路    32.0km 

農道      8.7km 

暗渠排水  2,140ha 

不陸整正   320ha 

障害物除去  210ha 

置土        780ha 

⑧ 関連事業   なし 

    

 

             【整備概念図】 
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２．社会経済情勢の変化 

 

（１）社会経済情勢の変化 

 

① 人口 

 

地域の人口は、事業実施前（平成７年）の 12,140 人から事業実施後（平成

27 年）の 8,101 人に減少している。 

地域の人口のうち 65 歳以上が占める割合は、平成７年の 21％から平成 27

年の 38％に上昇し、高齢化が進行している。 

 

 

資料：国勢調査 

注：地域は、浦幌町、豊頃町の値。 

注：対象年度は、事業実施前(H11→H７)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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11 

10 

11 

13 

14 

17 

60 

52 

55 

57 

60 

62 

29 

38 

34 

30 

26 

21 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

北海道（5,381,733人）

平成27年

地域（8,101人）

平成22年

地域（8,854人）

平成17年

地域（9,800人）

平成12年

地域（11,010人）

平成7年

地域（12,140人）

人口（年齢別割合）

15歳未満

15～64歳

65歳以上

4,082 3,996 3,796 3,592 3,448 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成7年

地域

平成12年

地域

平成17年

地域

平成22年

地域

平成27年

地域

戸 総世帯数

P159



- 6 - 

 ②産業別就業人口 

 

地域の産業別就業人口のうち農業就業者の占める割合は、平成７年の 34％か

ら平成 27 年の 32％に減少している。 

 

 

資料：国勢調査 

注：地域は、浦幌町、豊頃町の値。 

注：対象年度は、事業実施前(H11→H７)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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（２）地域農業の動向 

 

① 耕地面積 

 

地域の耕地面積は、平成７年の 23,670ha から平成 27 年の 22,800ha に減少

している。 

 

 

資料：北海道農林水産統計年報（市町村別編、総合編） 

注：地域は、浦幌町、豊頃町の値。 

注：対象年度は、事業実施前(H11→H７)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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 ②専兼別農家数 

 

地域の農家数は、平成７年の 724 戸から平成 27 年の 387 戸に減少している。 

専業農家の割合は、平成７年の 67％から平成 27 年の 83％に増加し、北海道

の 70％を上回っている。 

なお、受益区域の農家は、91％が専業農家であり、北海道を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林業センサス（統計対象：販売農家）受益区域は浦幌町、豊頃町の該当集落より抜粋 

注：地域は、浦幌町、豊頃町の値。 

注：対象年度は、事業実施前(H11→H７)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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 ③年齢別農業就業人口 

 

地域の農業就業者のうち 60 歳以上が占める割合は、平成７年の 31％から平

成 27 年の 41％に増加している。 

また、受益区域の農家のうち 60 歳以上が占める割合は 45％で北海道を下回

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林業センサス（統計対象：販売農家）受益区域は浦幌町、豊頃町の該当集落より抜粋 

注：地域は、浦幌町、豊頃町の値。 

注：対象年度は、事業実施前(H11→H７)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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 ④経営耕地広狭別農家数 

 

地域の経営耕地広狭別農家数は、30ha 以上の規模を有する農家が、平成７年

の 38％から平成 27 年の 72％に増加している。 

受益区域の農家のうち 30ha 以上の規模を有する農家は 72％を占め、北海道

の 29％を大きく上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林業センサス（統計対象：販売農家）受益区域の農家は浦幌町、豊頃町の該当集落よ

り抜粋 

注：広狭別農家数に自給的農家数は含んでいない。 

注：地域は、浦幌町、豊頃町の値。 

注：対象年度は、事業実施前(H11→H７)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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【参考】農業産出額 

 

資料：北海道農林水産統計年報（農業統計市町村別編、総合編） 

平成 27 年市町村別農業産出額（推計）農林水産省 

注：地域は、浦幌町、豊頃町の値。 

注：対象年度は、事業実施前(H11→H７)、事業完了前(H23→H22)、現在(H27)とした。 
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３．事業により整備された施設の管理状況 

 

整備された排水施設及び農道は、浦幌町によって適切に維持管理されている。 

排水機場については、定期点検、補修や土砂上げ及び流木撤去を行い、排水路や

農道については、定期的に補修や草刈り等を行っている。 

 

 

   
写真：排水機場のメンテナンス        写真：排水機場（流木撤去） 

 

 

   
写真：浦幌３号排水路の状況       写真：第５号道路の草刈り後の状況 
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４．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化 

 

（１）作物生産効果 

 

① 作付面積 

 

本地区では、事業計画策定時点で見込んでいた作物が、現在も概ね作付けさ

れているほか、新たにかぼちゃやブロッコリーが作付けされている。 

主要作物の作付面積について、事業計画時の現況と計画及び現在（事後評価

時点）を比較すると、小麦が現況及び計画 131ha に対して、現在 253ha、小豆

が現況及び計画 285ha に対して、現在 61ha、いんげんが現況及び計画 154ha に

対して、現在は作付けされていない。ばれいしょが現況及び計画 285ha に対し

て、現在 387ha、てんさいが現況及び計画 298ha に対して、現在 510ha 作付け

されている。 

野菜類では、だいこん及びにんじんがそれぞれ増加しているほか、新規作物

として、かぼちゃが現在 55ha、ブロッコリーが現在 50ha 作付けされている。 

飼料作物では、牧草（生乳）が現況及び計画 2,259ha に対して、現在 1,889ha、

青刈りとうもろこしが現況及び計画 345ha に対して、現況 477ha 作付けされて

いる。 

本事業の実施により、過湿及び湛水被害が解消したことから、だいこん、に

んじん、かぼちゃ、ブロッコリー等の高収益な野菜類の作付けが拡大している。 
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【地区内作付面積】   単位：ha 

作物名 
事業計画時 事業計画時 

現在(H29) 
現況(H11) 計画(H11) 

小麦 131 131 253 

大豆 23 23 48 

小豆 285 285 61 

いんげん 154 154 - 

ばれいしょ 285 285 387 

てんさい 298 298 510 

スイートコーン 35 35 29 

だいこん 4 4 45 

にんじん 7 7 23 

牧草（生乳） 2,259 2,259 1,889 

牧草（肉用牛） 9 9 8 

青刈りとうもろこし 345 345 477 

かぼちゃ - - 55 

ブロッコリー - - 50 

計 3,835 3,835 3,835 

資料：事業計画時は事業計画書、現在(H29 年)はＪＡ浦幌町調べ 
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【地区内の作付状況】 

   

写真：小麦                 写真：小豆 

（平成 29 年６月 27 日撮影）         （平成 29 年８月 28 日撮影） 

 

   

写真：ばれいしょ              写真：てんさい 

（平成 29 年６月 27 日撮影）         （平成 29 年８月 28 日撮影） 

 

   

写真：スイートコーン              写真：だいこん 

（平成 29 年８月 28 日撮影）           （平成 29 年８月 28 日撮影） 

 

P169



- 16 - 

   

写真：かぼちゃ               写真：ブロッコリー 

（平成 29 年８月 28 日撮影）         （平成 29 年６月 27 日撮影） 

 

   

写真：牧草             写真：青刈りとうもろこし 

（平成 29 年８月 28 日撮影）          （平成 29 年８月 28 日撮影） 
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② 作物単収 

 

主要作物の単収（10a 当たり）について、事業計画時の現況と計画及び現在

（事後評価時点）を比較すると、小麦が現況 434kg に対して、計画 540kg、現

在 533kg、小豆が現況 203kg に対して、計画 270kg、現況 257kg、ばれいしょが

現況 2,994kg に対して、計画 4,200kg、現在 4,575kg、てんさいが現況 4,062kg

に対して、計画 5,700kg、現況 6,790kg、野菜類では、だいこんが現況 2,575kg

に対して、計画 3,800kg、現在 5,394kg、にんじんが現況 2,143kg に対して、計

画 3,000kg、現在 3,660kg、飼料作物では、牧草が現況 3,592kg に対して、計画

5,000kg、現在 5,012kg、青刈りとうもろこしが現況 4,826kg に対して、計画

6,000kg、現在 6,078kg となっている。 
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【作物単収の向上効果】   単位：kg/10a 

作物名 
事業計画時 事業計画時 

現在(H29) 
現況(H11) 計画(H11) 

小麦 434 540 533 

大豆 247 330 322 

小豆 203 270 257 

いんげん 248 330 313 

ばれいしょ 2,994 4,200 4,575 

てんさい 4,062 5,700 6,790 

スイートコーン 1,603 2,000 2,113 

だいこん 2,575 3,800 5,394 

にんじん 2,143 3,000 3,660 

牧草（乳牛） 3,592 5,000 5,012 

牧草（肉用牛） 3,592 5,000 5,012 

青刈りとうもろこし 4,826 6,000 6,078 

かぼちゃ - - 1,692 

ブロッコリー - - 892 

資料：事業計画時は事業計画書、現在(H29 年)はかぼちゃとブロッコリーは農林水産統計年

報、それ以外の作物は帯広開発建設部調べ。 
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③ 生産量と生産額 

 

主要作物の生産量と生産額について、事業計画策定時点の現況と現在を比較

すると、小麦は、作付面積の増加と単収の向上により、生産量が増加したもの

の、単価の低下により、生産額は減少している。ばれいしょは、作付面積の増

加と単収の向上により、生産量及び生産額ともに増加している。てんさいは、

作付面積の増加と単収の向上により、生産量及び生産額ともに増加している。

野菜類は、だいこん、にんじんは作付面積の増加と単収の向上により、生産量

及び生産額ともに増加しているほか、新規作物としてかぼちゃやブロッコリー

が作付けされており、野菜類の生産額は増加している。飼料作物の牧草は、作

付面積が減少したものの、単収及び単価の向上により、生産量及び生産額とも

に増加している。青刈りとうもろこしは、作付面積の増加、単収と単価の向上

により、生産量及び生産額ともに増加している。総生産額は、事業計画時の現

況 3,940 百万円に対し、計画 5,339 百万円、現在 5,756 百万円へ増加してい

る。 

 

【生産量（作付面積と単収から推計】   単位：ｔ

作物名 
事業計画時 事業計画時 

現在(H29) 
現況(H11) 計画(H11) 

小麦 569 707 1,348 

大豆 57 76 155 

小豆 579 770 157 

いんげん 382 508 - 

ばれいしょ 8,533 11,970 17,705 

てんさい 12,105 16,986 34,629 

スイートコーン 561 700 613 

だいこん 103 152 2,427 

にんじん 150 210 842 

牧草（生乳） 25,357 35,297 29,586 

牧草（肉用牛） 11 15 13 

青刈りとうもろこし 8,325 10,350 14,496 

かぼちゃ - - 931 

ブロッコリー - - 446 
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【生産額（生産量と単価から推計）】    単位：百万円、円/kg 

作物名 
事業計画時   事業計画時   現在(H29)   

現況(H11) 単価 計画(H11) 単価   単価 

小麦 91 160 113 160 51 38 

大豆 14 237 18 237 44 283 

小豆 288 498 383 498 42 266 

いんげん 129 338 172 338 - 279 

ばれいしょ 350 41 491 41 655 37 

てんさい 206 17 289 17 623 18 

スイートコーン 86 154 108 154 19 31 

だいこん 13 127 19 127 75 31 

にんじん 21 138 29 138 64 76 

牧草（乳牛） 2,054 81 2,859 81 2,722 92 

牧草（肉用牛） 14 1,318 20 1,318 23 1,793 

青刈りとうもろこし 674 81 838 81 1,334 92 

かぼちゃ - - -  36 39 

ブロッコリー - - -  68 153 

計 3,940   5,339   5,756   

資料：事業計画時の単価は事業計画書、現在はＪＡ浦幌町資料 

注：生産額は牧草 3.2kg、青刈りとうもろこし 2.0kg を生乳 1kg に換算して算定した。 

注：現在(H29)の単価は、地元関係機関聞き取りによる生産者が受け取る単価。 
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（２）営農経費節減効果 

 

主要作物の年間労働時間（ha 当たり人力）について、事業計画時の現況と計

画及び現在（事後評価時点）を比較すると、小麦が現況 27.0 時間に対し、計画

19.1 時間、現在 22.6 時間、小豆が現況 139.0 時間に対し、計画 124.1 時間、

現在 130.5 時間、てんさいが現況 149.7 時間に対し、計画 132.6 時間、現在

139.9 時間、だいこんが現況 436.9 時間に対し、計画 329.0 時間、現在 375.1

時間、牧草（乾草）が現況 16.5 時間に対し、計画 11.9 時間、現在 14.0 時間、

青刈りとうもろこしが現況 22.1 時間に対し、計画 16.4 時間、現在 18.9 時間

となっており、過湿及び湛水被害の解消により作業効率が向上している。 

 

 

【年間労働時間】    単位：hr/ha 

作物名 

事業計画時 

現況（H11） 

事業計画時 

計画（H11） 
現在(H29) 

人力 機械力 人力 機械力 人力 機械力 

小麦 27.0 23.0 19.1 16.5 22.6 19.4 

大豆 87.1 27.6 77.5 19.3 81.3 22.9 

小豆 139.0 39.7 124.1 28.4 130.5 33.3 

いんげん 126.2 37.5 111.7 26.8 117.9 31.4 

ばれいしょ 95.2 39.8 77.0 29.9 84.8 34.2 

てんさい 149.7 50.8 132.6 39.5 139.9 44.4 

スイートコーン 542.4 120.3 523.0 102.0 531.4 109.9 

だいこん 436.9 155.7 329.0 112.0 375.1 130.7 

にんじん 548.7 137.8 531.0 124.0 538.7 130.0 

牧草（更新） 19.7 17.2 12.5 10.8 15.3 13.3 

牧草（放牧） 14.1 7.2 11.7 5.1 12.8 6.1 

牧草（乾草） 16.5 15.6 11.9 11.3 14.0 13.3 

牧草（更新サイレージ） 16.3 15.4 12.0 11.4 13.9 13.2 

青刈りとうもろこし 22.1 20.0 16.4 15.0 18.9 17.2 

かぼちゃ 428.1 145.3 411.0 131.0 418.4 137.2 

ブロッコリー 525.3 53.0 502.0 38.0 511.9 44.5 

資料：事業計画時は、事業計画書による 

現在は、アンケート調査結果の節減率を用いて設定 
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５．事業効果の発現状況 

 

（１）農業生産性の向上と農業経営の安定 

 

①  過湿・湛水被害の解消 

 

本事業の実施前は、農地が過湿の状態にあるとともに、融雪時及び降雨時に

は、農作物の湛水被害が生じていたが、事業実施後は、これらの被害が解消さ

れている。（浦幌町聞き取り結果） 

受益農家へのアンケート調査では、排水路整備以降における農地の湛水被害の解

消状況について、事業実施前に湛水被害を受けていたと回答した農家30 戸のうち９

割以上が「解消された」又は「少し解消された」と回答している。 

また、排水路整備以降における農地の過湿被害の解消状況について、事業実施前に

過湿被害を受けていたと回答した農家36戸のうち９割以上が「解消された」又は「少

し解消された」と回答しており、本事業の実施がほ場条件の改善につながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 109 戸、回収農家数 42 戸、回答戸数 30 戸） 

   

 

 

 

 

 

 

 

  （アンケート配布戸数 109 戸、回収農家数 42 戸、回答戸数 36 戸） 
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【事業実施前の被害状況】  

写真： 浦幌２号排水路付近湛水状況（てんさい）  写真：豊北４号排水路付近湛水状況（牧草） 

 

※計画基準雨量とは、計画排水量を算定するために基準となる計画上の降雨量をいう。 

一般的に農業農村整備事業では、10 年に１度の確率で発生する雨量とする。 

なお、本地区では日降雨量 156 ㎜/２日が、10 年に１度の降雨に相当する。 

 

【整備した排水機場】  

  
写真：浦幌太排水機場           写真：豊北排水機場 
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② 作物の収量増加と品質向上 

 

事業実施中に行った収量調査によると、本事業の実施により、作物の単収は２割程

度向上している。受益農家へのアンケート調査では、過湿及び湛水被害が解消され

たことにより、31 戸（82%）が作物単収の向上につながったと回答している。 

また、本事業の実施による作物別の品質変化について、「向上した」又は「少

し向上した」と回答した農家は、麦類が 15 戸（79％）、豆類が９戸（90％）、根

菜類が 17 戸（81％）、葉茎菜類が４戸（100％）、果菜類が２戸（100％）、飼料

作物が 17 戸（74％）となっている。 

【 未整備ほ場と整備済みほ場の単収比較 】 

 
注：整備済は、H14～H21 までの整備済みほ場の調査結果の平均 

   今後予定は、H14～H16 までの未整備ほ場の調査結果の平均 

資料：北海道開発局帯広開発建設部調べ 

 

【排水改良による農作物の品質向上】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （アンケート配布戸数 109 戸、回収農家数 42 戸、回答戸数 23 戸） 
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③ 営農作業効率の向上 

 

降雨後の待機日数（降雨後にほ場が乾いて作業が可能になるまでの日数）は、

湛水及び過湿被害の解消により、事業実施前の 3.9 日間から事業実施後の 2.4

日間に、1.5 日ほど待機日数が短縮している。 

受益農家へのアンケート調査では、本事業の実施による営農の変化について、

「機械の走行性（作業速度等）が向上し、作業の効率化につながった」27 戸

（68％）、「ぬかるんで利用できなかった農地が利用できるようになった」26

戸（65％）、「降雨後も早期かつ適期に作業が出来るようになった」25 戸（63％）

と評価されており、営農作業の効率化と適期作業の実施が可能になっている。 

 

 

【 降雨後待機日数の変化 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 109 戸、回収農家数 42 戸、回答戸数 32 戸） 
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【 湛水・過湿被害の解消による営農の変化 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 109 戸、回収農家数 42 戸、回答戸数 40 戸） 

 

   

写真：ばれいしょ収穫            写真：牧草収穫 
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の効率化につながった

降雨後も早期かつ適期に作業が出来るように

なった

大型作業機の導入が可能になった

ほ場の地耐力が向上し、牧草ロールや堆肥の

積載量を増やすことが可能になった

作業機械の故障が減った

作業時の安全性が向上した

畑地の農薬等の効きが良くなった

農薬や肥料等の追加散布が必要なくなった

野菜類の作付が可能になった

農作物（畑作物、野菜類）の安定生産につな

がった

湿生雑草の混入が減って、良質な粗飼料（飼

料作物）を確保できるようになった

草地の更新期間が長くなった

牛の食い込みが良くなった、食べ残しが減っ

た

粗飼料自給率が向上した

大雨時のほ場見回や小堤防を設置する必要が

なくなった

大雨後のほ場内ポンプ排水や溝切りの作業が

なくなった

その他

戸
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④ 農道整備による利便性の向上 

 

本事業で整備した道路は、農作業機械の通行や収穫物運搬等のほか、地域の

生活用道路としても利用されており、移動時間の短縮や走行時の安全性向上に

寄与している。 

受益農家へのアンケート調査では、整備された道路の利用による営農の変化

について、「速度を上げて走行することが可能になった」10 戸（36％）、「道

路の維持管理が容易になった」９戸（32％）と評価されている。 

 

 

【 整備された道路の利用による営農の変化 】 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 109 戸、回収農家数 42 戸、回答戸数 28 戸） 
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⑤ 特色ある経営の展開 

 

受益農家へのアンケート調査では、事業実施による営農の変化について、「所

得が向上した」18 戸（51％）、「経営面積を拡大した」17 戸（49％）、「農作

物の安定生産が可能になった」16 戸（46％）と評価されている。 

地区内では、農業経営の安定化が図られたことから、法人化が進んでおり、

事業計画当時の４法人から 14 法人に増加している。なかには、ラズベリーな

ど独自の作物を栽培する法人、６次産業化に取り組む法人、及び九州の法人と

提携し、それぞれの繁忙期において労働力を補完し合いながら野菜生産を行っ

ている法人など特色ある経営が展開されている。 

 

【 事業実施による営農の変化 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 109 戸、回収農家数 42 戸、回答戸数 35 戸） 

 

18

11

5

16

1

17

8

9

2

5

12

5

7

3

2

4

3

2

0 5 10 15 20

所得が向上した

輪作体系の確立につながった

減農薬・減化学肥料栽培などのクリーン農業

に取り組んだ

農作物の安定生産が可能になった

野菜等の野菜やハウス栽培など新たな作物の

導入に取り組んだ

経営面積を拡大した

飼養頭数を増やした

大型作業機械を導入した

機械の共同利用を進めた

共同で作業を行うようになった

コントラクターの利用を進めた

新技術を導入した（ＩＣＴやＧＰＳ活用等）

新技術を導入した（酪農：搾乳ロボットや哺

乳ロボットの活用等）

家畜の飼養管理にかける時間が増えた

後継者の育成・確保につながった

直売、加工品の製造販売など６次産業化に取

り組んだ

農業体験や研修生を受け入れるようになった

変化なし

その他

戸
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取組事例１:農産物の直売及び加工品販売への取り組み  

 

＜（株）光農産業＞ 

直売施設（浦幌ザ・ベジタブルショップ２１）を開設し、農作物の直売

を行っている。 

当初は形の悪い農作物の販売を目的に農家の仲間とともに始めたが、現

在は異業種の仲間が加わり、農産物以外にも麺類や海鮮加工品の販売も行

っている。直売所は、浦幌町森林公園入口横のパーキング内にあり、観光

客も立ち寄ることから、消費者とのふれあいの場になっている。 

 

  

写真：浦幌ザ・ベジタブルショップ２１ 

 

＜十勝うらほろ高橋農園＞ 

平成 13 年に就農した当時は野菜類を主体に作付けしていたが、徐々にラ

ズベリーの作付けを増やし（現在 5.2ha）、現在では国内初のラズベリー専

業農家となっている。 

平成 23 年に直営工場を設立し、ラズベリーを使ったジャム、クッキー、

ドリンク、レアチーズムース等、多品目に渡る加工品は、うらほろ道の駅

や帯広競馬場などで販売されている。 

 

   
写真：うらほろ道の駅         写真：ラズベリー加工品の販売 
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取組事例３:メガファームの展開 

 

＜有限会社ランドハート＞ 

年間出荷乳量 1,000t を超えるメガファームが地区内には６つある。その

うち、㈲ランドハートは、構成戸数４戸、従業員 10 名程度と地区内最大で

あり、経営耕地面積約 310ha、飼養頭数は 680 頭となっている。 

自社で収穫し調整した混合飼料を給餌し、牛にストレスを与えない管理を

心がけ、乳牛の改良にも力を入れている。 

平成 24 年に十勝農業賞、平成 25 年に宇都宮賞を受賞。 

 

   
   写真：ロータリーパーラー        写真：バンカーサイロ 

（資料：有限会社ランドハートのホームページ） 

 

取組事例２:九州の法人との連携した野菜生産 

 

＜（株）北海道ベジオス＞ 

浦幌町のほか、忠類・豊浦にも農場を構え、だいこん、かぼちゃ、リーキ

などを作付し、主に関東、関西方面に出荷している。 

また、九州の農業生産法人２社と提携し、南北で異なる繁忙期に作業員を

派遣しあい、労働力を補完し合っている。 

長崎県の法人は、浦幌町内に畑を借り、レタスなど夏季に栽培するため７，

８人の従業員を派遣。鹿児島県の法人は、夏季に従業員２名を浦幌町に派遣

し、収穫、出荷作業を手伝っている。冬季は北海道から九州に従業員を派遣

している。 
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（２）事業による波及効果 

 

① 地域経済を支える農業生産 

 

浦幌町では、町の就業人口 4,381 人（平成 27 年）の２割以上（898 人）が農

業及び食料品製造業に従事しており、農業及び食料品製造業は、町経済の根幹を

担っている。 

 町内にある農産物加工会社や乳業会社では、地域で生産されたばれいしょ（男

爵）を使用したコロッケ等の加工、ばれいしょ（コナフブキ）を使用したでん粉

の製造・販売や、牛乳、生クリーム等乳製品の製造が行われている。 

本事業の実施は、町内にあるこれら農産物加工会社や乳牛会社への安定した

原料供給に貢献しており、町経済の下支えに寄与している。 

 

   

写真：農産物加工会社（ｻﾝﾏﾙｺ食品株式会社）  写真：でん粉工場（東部十勝農工連澱粉工場） 

 

 

 

写真：乳業会社（浦幌乳業株式会社） 
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② クリーン農業の展開 

 

 受益農家へのアンケートでは、クリーン農業への取り組みについて、「堆肥

等有機質資源を用いた土づくり」25 戸（81％）、「土壌診断による化学肥料の使

用量の低減」18 戸（58％）、「適切な輪作体系の確立による土づくり」および

「化学合成農薬の使用量の低減」がそれぞれ 11 戸（35％）であった。 

 「クリーン農業の取得に関する認定等の取得」について、４戸が取得したと回

答しており、４戸がエコファーマー、２戸が北のクリーン農産物表示制度

（YES!clean）に取り組んでいると回答しており、環境に配慮したクリーン農業

の取り組みが進められている。 

 

【クリーン農業への取り組み】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（アンケート配布戸数 109 戸、回収農家数 42 戸、回答戸数 31 戸） 

 

【浦幌町内における北のクリーン農産物表示制度(YES!clean 表示制度)の取り組み】 

 

 

 

  

　浦幌町内では、北のクリーン農産物表示制度（ＹＥＳ！ｃｌｅａｎ表示制度）に登録されている団体は３団体ある。

＜３団体＞
　◆浦幌町クリーン農産物生産組合　（作物：小豆(ｴﾘﾓｼﾞｮｳｽﾞ)、大豆、菜豆）
　◆ＪＡうらほろチンゲンサイ部会　（作物：チンゲンサイ）
　◆ＪＡ浦幌大根部会　（作物：だいこん）

　本地区では、ＪＡ浦幌大根部会が該当し、だいこん栽培（露地春まき、露地夏まき）において、土壌診断に基づいた適
正な土壌改良と施肥及び、化学肥料の減肥に取り組んでいる。

11

25

18
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4

1

0 5 10 15 20 25 30

適切な輪作体系の確立による土づくり

堆肥等有機質資源を用いた土づくり

土壌診断による化学肥料の使用量の低減

化学合成農薬の使用量の低減

ほ場の定期巡回による適切な病害虫防除

クリーン農業の取組に関する認定等の取得

その他

特になし

戸
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③ うらほろスタイルふるさとづくり計画 

 

地域では、浦幌町、浦幌町教育委員会、農協、商工会、森林組合、漁協等が

一体となって、子どもたちが夢と希望を抱けるまちを目標に、平成 19 年から

「地域への愛着を育む事業」や「農村つながり体験事業」等の活動に取り組ん

でいる。 

「農村つながり体験事業」は、町内の農林漁業家有志の協力により、町内の

子どもたちを対象に、農山漁村の人の暮らしや、生業に直に触れる機会として

民泊体験学習が実施されている。 

農林漁家の生産現場を肌で感じ、生産者とふれあうことで、産地への理解を

育んでいる。 

受益農家へのアンケートでは、事業実施による営農の変化について、「農業

体験や研修生を受け入れるようになった」との回答（４戸）があり、農業体験

等を通じた子どもたちとの交流の一助となっている。 

【 事業実施による営農の変化 (再掲) 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（アンケート配布戸数 109 戸、回収農家数 42 戸、回答戸数 35 戸） 
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所得が向上した

輪作体系の確立につながった

減農薬・減化学肥料栽培などのクリーン農業

に取り組んだ

農作物の安定生産が可能になった

野菜等の野菜やハウス栽培など新たな作物の

導入に取り組んだ

経営面積を拡大した

飼養頭数を増やした

大型作業機械を導入した

機械の共同利用を進めた

共同で作業を行うようになった

コントラクターの利用を進めた

新技術を導入した（ＩＣＴやＧＰＳ活用等）

新技術を導入した（酪農：搾乳ロボットや哺

乳ロボットの活用等）

家畜の飼養管理にかける時間が増えた

後継者の育成・確保につながった

直売、加工品の製造販売など６次産業化に取

り組んだ

農業体験や研修生を受け入れるようになった

変化なし

その他

戸
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  【参考】うらほろスタイルふるさとづくり計画 

農村つながり体験事業の概要 

 
 

資料：うらほろスタイル推進地域協議会ホームページ 
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（３）事後評価時点における費用対効果分析結果 

 

効果の発現状況を踏まえ、事後評価時点の各種データに基づき、現状で推移

した場合の総費用総便益比を算定した結果、以下のとおりとなった。 

 

 

 

費用対効果分析結果 

項 目 算 式 数 値 備 考 

総費用 ①  49,951 百万円  

年効果額 ②  2,137 百万円  

評価期間 ③  53 年 工事期間＋40 年 

総便益額 ④  81,182 百万円  

総費用総便益比 ⑤＝④÷① 1.62  

 

注）１．総費用には、当該事業、関連事業とこれと一体となって効用を発揮する施設の評価

期間内の整備費用を含む。  

２．総便益額は、年効果額を年度毎に算定し現在価値化し評価期間年数により、合計し

たもの。 
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６．事業実施による環境の変化 

 

（１）自然環境面の変化 

 

地区内には大小の沼が散在しており、ガンカモ類等の多くの渡り鳥が飛

来している。そのなかには、特別天然記念物のタンチョウや、重要種であ

るオオジシギ、オシドリ等も含まれており、地区内の沼や排水路は、これ

ら鳥類や魚類の生息の場となっている。 

地区内の排水路の整備においては、植物繊維マットによる外来種の防止

や木枠・ふとん篭による魚類の生息環境に配慮した護岸整備を行ってい

る。また、三日月沼から浦幌十勝川へ排水する豊北３号排水路においては、

沼の水位の低下を招かないよう、沼との接続部約 50ｍを現況利用としたこ

とにより、三日月沼において整備前に確認されたガンカモ類の飛来数及び

種類数は整備後もほぼ同程度確認されている。 

 地区内排水路の魚類の生息調査について、14 路線 26 カ所で実施され、

９科 18 種が確認されており、環境省レッドリスト、北海道レッドデータ

ブックで指定されている種はスナヤツメ、エゾウグイ、エゾホトケドジョ

ウ、ハナカジカ、エゾハナカジカの４科５種であった。このうち工事前後

に魚類生息調査を実施した７路線について、工事前に確認された希少種が

工事後も確認されており、魚類の生息環境は保全されている。 
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写真：タンチョウ          写真：三日月沼に飛来した渡り鳥 

 

 

 

図-豊北３号排水路と三日月沼（空中写真は GoogleEarth を使用） 

 

 

【生態系に配慮した護岸】 

     
写真：排水路工事（フトン篭施工）    写真：排水路工事（木枠と植物繊維マット） 

（資料：国営総合農地防災事業 下浦幌地区 技術誌） 
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【三日月沼のガンカモ類飛来状況】 

 

 

 
（資料：環境省自然環境局調べ） 

 

【魚類確認状況】 

 

（資料：帯広開発建設部調べ） 
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路線名

区分 整備前 整備後 整備前 整備後 整備前 整備後 整備前 整備後 整備前 整備後 整備前 整備後 整備前 整備後

確認種 ３科４種 ４科４種 ５科７種 ６科８種 ５科５種 ６科６種 ２科２種 ３科４種 ４科４種 ４科５種 １科１種 ３科５種 ３科５種 ２科３種

なし なし なし ｴｿﾞｳｸﾞｲ ｽﾅﾔﾂﾒ ｽﾅﾔﾂﾒ なし ｴｿﾞｳｸﾞｲ なし ｴｿﾞﾎﾄｹﾄﾞｼﾞｮｳ ｴｿﾞｳｸﾞｲ なし なし

ｴｿﾞﾎﾄｹﾄﾞｼﾞｮｳ ｴｿﾞｳｸﾞｲ

豊北４号

希少種

下頃辺１号 下頃辺３号 静内１号 浦幌２号 豊北２号 豊北２号

豊北３号排水路整備後 

豊北３号排水路整備後 
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７．今後の課題 

 

本事業により、農業用排水施設の整備と併せて、農地保全及び農業用道路

の整備が行われ、農業生産の維持及び農業経営の安定化が図られている。 

今後も事業の効果を持続的に発揮し、良好な農業生産基盤を維持していく

ことが重要である。このため、農地の保全とともに、整備した農業用排水施

設について、適切な維持管理とともに、定期的な機能診断の実施による適時

適切な補修・補強を行い、計画的な更新整備を行う必要がある。 
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８．総合評価 

 

本事業の実施により、農地の過湿・湛水被害が解消され、作物の収量が回復す

るとともに、収益性の高い野菜類の作付けが拡大している。また、降雨後の作業

が早期に行える等、営農作業の効率化が図られている。農道の整備により、農作

業機械の通行や収穫物運搬等の移動時間の短縮や走行時の安全性向上に寄与して

いる。 

 作物の安定生産が可能となったため、町内にある農産物加工会社等へ安定的に

生産物を供給し、地域経済を下支えしている。 

 営農作業にゆとりが生まれたことなどから、農産物直売や加工品の製造販売、

法人化が促進されるなど、地域農業の活性化に寄与している。 

また、排水施設の整備に際して、貴重な鳥類や魚類等の生息環境及び植物の生

育環境に配慮した保全対策が講じられ、自然環境は保全されている。 
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